（法第２８条第１項関係）
２０１9年度事業報告書
２０１９年３月１日～２０２０年２月２９日
特定非営利活動法人京都教育サポートセンター
１　事業の成果
当所の事業期間は2月末が決算であるのでそこまでの事業報告である。したがって、今般の新型コロナ感染拡大による影響が反映されていないことを記述する。
　当法人は、設立１８年目の事業年度を迎え、1年間活動した。２０１９年度の事業における成果としては、前年度同様、不登校・引きこもり状態であった若者たちが、本事業所に通えるようになったことだけでも大きな成果といえる。さらに、その中から学校に復学予定者（中学生１名が中学校への転校を機に復学予定、新型コロナの影響）が現れた。また、訪問活動でひきこもり状態が変わっていなくても自宅の中で家事を手伝うようになったなどの変化を見せている者もいる。なかなかすぐには動けない者もいるが、心のエネルギーが少しずつ貯まっていっていると思われる。このようにして、少しずつではあるが社会貢献ができているのではないかと本年度も感じられた。
　現在当所は大きく分けて５つの活動を実施している。それは「学習支援」「居場所提供」「「歩プロジェクト（フリースクール活動）」「家庭派遣・家庭教師」「広報・各種相談」である。２０１９年度もこの活動を中心に実施し、たくさんの参加者があったことはよかったと言える。以下に実施した活動内容を記述する。
「学習支援」は、当所がNPOとして活動する前に個別指導学習塾の中の大検予備校部門（１９９９年４月～２００２年３月）であったこともあって、高校卒業程度認定試験合格・各種学校進学・基礎からの学習まで幅広く需要が有り、学習支援活動を実施した。個別指導であるので本人の状態と目標に合わせたカリキュラムを作成し、実施した。中でも育成学級であったり、支援学校などに在籍している者に対して、時間の感覚を身につけること・お金の計算ができること・漢字などの読み書きができること・挨拶などの社会で生活する上での必要なスキルを身につけるような学習サポートも２０１９年度は３人に対して実施した。
　次に「居場所提供」は原則火曜日から土曜日の１１時から１８時まで事務所を開所し、自宅以外のひとつの居場所として過ごせる空間を提供した。
　「歩（あゆむ）プロジェクト」はフリースクール事業の一環である。レクリエーションイベント・社会活動を季節行事に合わせて単発で実施していくものと、ひとつのテーマに沿って定期的に実施していく定期的活動を行った。単発実施ではフリマ参加・ハロウィンパーティ・祇園祭鑑賞・五山送り火鑑賞・クリスマス会・忘年会・十日戎・節分祭・京の七夕・年度末パーティなどを実施した。また、定期的活動は６つの活動を実施した。その６つは、学食を巡る「学食Walk」・いろいろな場所に出かける「出かけよう（名称仮）」・軽い体操とヒーリングを行う「ブレイン体操教室（改称）」・体を動かすことを目的とした「体を動かそう（名称仮）」・手芸やタイルアート・コラージュなどを行ったり、作成物を手作り市に出店したりする「ものづくりかふぇ」、そして午前中を中心に活動を行う「朝活」である。この定期的活動は年に5回から10回ほどの頻度で行い、時には複合要素として実施した。
　「家庭教師・家庭派遣」はまだ通うことに対しては抵抗がある状態の方に対して訪問による相談活動・家庭教師活動を実施した。２０１９年度は３名の訪問活動を実施した。また、今年度京都府による「ひきこもり状態にある者のための社会参加支援事業」の補助金をいただき、訪問活動と一部日程の居場所提供を対象者に対して無償で行うという活動を実施した。
　「広報・各種相談」は年間を通じて不登校・ひきこもり・学校中退・進路・発達障害などの相談に随時応対してきた。また公益財団法人京都市ユースサービス協会主催の交流会や京都市主催の「地域力アップおうえんフェア」への参加などでも相談活動を実施することができた。また毎月発行している活動報告の機関紙「KSCE通信」「ゆっ歩通信」の発行部数は前年度比横ばいであったが約９００部発行を維持できていることは、良い結果と思われる。
２０２０年度は上記活動をさらに安定・継続して運営し、さらには広報・相談会参加・講演などの不登校・ひきこもりなどに関する知識や認識を広めるための周知事業を発展させていきたいと考える。また通えない状態の方への訪問・相談活動をもっ強化したいと考える。
２０１９年度の収支と課題を記述する。２０１９年度も、昨年度同様ボランティアスタッフを募り、一部のスタッフへは謝金はあるものの、全体としては人件費等を削減ができ、また相談事業を有料化したこともあって、収支が少し改善された。しかし、結果としては２０１８年度と同程度の赤字であった。しかし、現在当所の債務は、全部運営側（現在・過去問わず）の持ち出しによる負債であるので、債務額に対して、経営自体が揺らぐことはない。しかし、慢性的に赤字であること自体は良いと言えないので、今後少しずつでも負債を減らすことも目標に２０２０年度も運営していかなければならないと考える。目標はまず単年度黒字化である。黒字により債務の減少を目指す。

　次に、利用生数において２０１９年度は、横ばいであった。したがって、２０２０年度も引き続き、新規の利用生を獲得して運営の安定を目指さなければならない。実際不登校・ひきこもりという若者の数が減少したわけではないことから需要の数に対して、獲得数が少ないのは、当法人の継続課題である。したがって、当法人の認知度・プログラムの魅力向上を目指して、今後一層の努力が必要である。

まとめとして、２０２０年度への計画と目標を記述する。
第一には、２０２０年度も引き続き、営業や広報に力を入れたい。理事長がもっと営業に動き、講演なども引き受けることや発行している機関紙の発行部数をさらに増加させ、電子化した機関紙の普及と合わせて多くの方に見ていただけるようにし、当法人の認知度を高め、一人でも多くの若者のサポートを行うことを目標とする。
第二に進学や社会的自立につながっていくために、歩プロジェクトのコンテンツを２０１９年度と同様に行う方針だが、もっと多様化したものにし、外部の参加者を取り入れていきたい。
第三には、当事務所に通える若者だけでなく、まだ通える状態にない方への訪問活動・家庭教師、保護者などの本人を支援する方への支援を強化するための相談活動に力を入れていきたいと考える。電話相談・メール相談・面接相談・訪問相談など多様な形式で実施することを２０２０年度も継続していきたいと考える。
第四には、学習支援をもっと強化していきたい。ただ通うということにハードルがある方がおられ、学習目的によってまず定期的に通えることも目指す。また、進路を決めた利用者にも学習支援を強化していく。さらには、発達障がい系統で支援学校への進学などを希望する方への支援も強化したい。現在3名が通っているが今後はもっと多くを支援できるようにしたい。
第五として、各機関との連携をさらに強化していく。京都府ひきこもり支援ネットワーク連絡会議に２００６年度から参加し、2011年度から２０１９年度は京都市からの「NPO等民間団体の子ども・若者支援促進事業」助成（2019年度は補助金）を受けたことによって、京都市の関係機関と情報交換を行うことが活発になり、ひきこもり支援専門委員会・検討部会にも参加した。そして、京都府自立就労サポートセンターが実施している「ひとりにしない社会をつくる会」の参加も継続している。また２０１８年度に発足した、当所と２団体（京都ＡＲＵ・ＬＰＷ若者と家族のライフプランを考える会）で構成している「ＡＬＫnet（あるくねっと）」の活動として7月7日に初めて3団体合同でのイベントも実施ができ、各団体間の交流や連携が少しずつ強化されているのではないかと考える。この流れで２０２０年度も引き続き情報交換や、連携を強化していきたいと考える。
最後に2020年度開始当初から、感染が危惧されている新型コロナの情勢により当所の運営も影響が出始めており、今後さらに大きく影響を受ける可能性があることを追記する。その際には様々に策を練り、運営の安定化を目指すこととする。
２　事業の実施に関する事項
　(1) 特定非営利活動に係る事業
	事業名
	事　業　内　容
	実施
日時
	実施
場所
	従事者

の人数
	受益対象者
の範囲及び
人　　　数
	支出額
(千円)

	不登校等の青少年に対する総合的な学習支援事業
	· 不登校の状態で学力不振の状態にある生徒等に対する学習指導の教室設置および運営

· 不登校の状態にある生徒等に対する家庭学習指導員の派遣による訪問支援

· フリースペースを提供し、不登校等の状態にある生徒等に対して、自立した社会生活を目指すための総合支援活動


	随時

随時

毎週火曜日から土曜１１時～1８時


	事務所

京都府下

事務所


	４
２
１８

	生徒１５
生徒３
生徒３０
外部２

	7342
事業合計

　



	不登校等の青少年の国際交流に関する事業
	· 外国人講師を招き外国文化の理解および英会話の学習支援を目指す「国際理解教室」
	実施できず


	事務所


	０


	現在実施できていない

	０



	不登校等の青少年に対するレクリエーション事業
	· ボーリング大会・合宿・映画鑑賞会・クリスマスパーティなどのイベントの実施

· フリーマーケット参加などの社会活動
・定期的実施のサークル的活動
総称して「歩プロジェクト」活動

	随時


	事務所

京都府下


	１５

	生徒３５
外部５

	事業合計に含

	不登校等になった青少年に関する相談及び支援事業
	· 不登校等の状態にある生徒の保護者に対する相談

· 不登校等の状態にある生徒の保護者に対する相談会

・不登校・ひきこもりの状態にある若者に対する本人または保護者に対しての家庭訪問（相談）活動

・他団体などの主催による相談会等への参加
	随時

実施できず
随時
１１月２４日

１１月３０日
	事務所

京都府下

中京青少年活動センター
シンポジウムにブース参加

イオンモール京都
きょうと地域力アップおうえんフェアブース出展
	４
０
２
４
２

	保護者４０
０
本人３
保護者４０
本人３
保護者１５

	０

事業合計に含

0
事業合計に含
０

事業合計に含

０

事業合計に含
０

事業合計に含




